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本研究では，料金の変化が交通量に与える影響を把握することを目的として，料金弾力性に着目した分析を

行う．特に，空間的・時間的な料金弾力性の差異について検討を試みる．料金弾力性は，高速自動車国道の長

期にわたる月別交通量データを用いて，計量経済的手法により道路ごとに算出を行う．モデルにおいては，交

通量を被説明変数とし，説明要因としては高速道路料金，ガソリン価格，景気等を考慮する．交通量のデータ

については，カルマンフィルタを用いて予め月変動を除去することで，料金変化が交通量に与える影響を適切

に取り出せるように配慮する．道路特性の影響を明示的にモデルに組み込むことはかなわなかったが，推定し

た料金弾力性を用いた検討により，道路特性の違いによって料金弾力性に一定の傾向があることを検証するこ

とができた．また ETC導入前後の料金弾力性を比較することで，多くの道路では料金弾力性が有意には変化し
ていないことが確認された．一方で，有意な変化が検出された道路では料金弾力性は低くなっており，ETC導
入によって利用者の料金に対する意識が変化している可能性が示唆された．
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1. はじめに

ここ数年の間においても，「首都高速道路の対距離課

金制度への移行」や「高速道路無料化」等，有料道路料

金に関するトピックは多い．このような料金設定の変

化によって，どのような交通需要の変化がもたらされ

るかという知見は，道路を運用する際や料金施策を行

う際の判断材料として有用である．

料金変化に対する需要の変化を巨視的に把握する指

標として料金弾力性が挙げられる．この指標自体は直

接予測に使えるようなものではないが，需要の変化の傾

向を把握するには有用な指標であると考えられる．高

速道路における料金弾力性は古くから数多く推定され

ているが，その結果は必ずしも安定していない．例え

ば Litman1) によるレビューでは，その値は-0.04～-4.0

と散らばりが非常に大きい．この散らばりの大きさは，

分析対象の道路や国の差異だけでなく，分析手法の違

いにも起因していると考えられる．

料金弾力性の推定には，

(1) 料金変化前後の交通量の変化から算出する方法

(2) 計量経済モデルを用いた推定方法

の二つの手法が主に用いられる．しかし (1)の手法で

は，景気やガソリン価格等の他の要因が含まれていな

いため，料金の変化が交通量へ与える影響を正しく抽

出できていない可能性がある．本研究では，(2)の計量

経済モデルを用いた分析を行うことで料金変化が交通

量へ与える純粋な影響を把握することを試みる．計量

経済モデルを用いた分析としては，例えばMatas et al.2)

が行っており，料金弾力性は-0.209～-0.828であるとし

ている．日本においては谷下3)が推定しており，その

値は道路によって異なり 0～-0.4である．

料金弾力性は様々な要因によって変化すると思われ

る．例えば，トリップ目的によって料金に対する感度が

異なることは想像に難くない．つまり，時間や場所に

よってトリップ目的の構成比が変化すれば，料金弾力性

も自ずと変化すると考えられる．さらに，支払方法の変

化によって，料金弾力性が変化することがFinkelstein4)，

石井ら5)によって指摘されており，この約 10年の間に

おける ETCの普及によって電子決済が一般化したこと

で料金弾力性に影響が出ている可能性が考えられる．

以上のような問題意識に基づき，本研究では料金弾

力性の時間的・空間的な差異について検討を行うこと

を目的とする．その際，長期にわたる高速道路交通量

の月別データを利用して，道路ごとの料金弾力性を計量

経済モデルにより求めることとする．交通量について

は，カルマンフィルタを用いて月変動を予め取り除い

ておくことで，料金変化の影響を適切に抽出できるよ

うに配慮する．その後，推定した料金弾力性と道路特
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性の関連についての検証を行うとともに，ETC導入前

後で料金弾力性が有意に変化したかどうかを検証する．

2. 料金弾力性の推定手法

(1) 料金弾力性の定義

Dを需要量，pを料金とした時，料金弾力性 eは次の

式で定義される．

e=
∂D/D
∂p/p

=
p
D
· ∂D
∂p

計量経済モデルによって高速道路交通需要関数 D(p)

を推定することができれば，料金弾力性を算出するこ

とができる．なお，料金弾力性は基本的に負の値をと

るため，本稿中では料金弾力性の絶対値が小さい（大

きい）時に「料金弾力性が低い（高い）」と述べること

とする．

(2) 需要関数の定式化

高速道路交通需要関数を推定するための定式化を行

う．まず，高速道路交通量の需要関数を以下のように

設定する．

Qit = f (Cit ,Tit ,OCit ,OTit ,ODit ) (1)

ここで i は道路を，tは時間を表すラベルである．Q

は高速道路交通量，Cは高速道路交通にかかる費用，T

は高速道路交通の所要時間，OCは代替交通にかかる費

用，OTは代替交通の所要時間，ODは全交通の発生集

中量を表す．代替交通とは，一般道の交通および他の

モードの交通を表す．

以上が理想的な高速道路交通量の需要関数であるが，

利用できるデータの制約などから式 (1)を直接求めるこ

とはできない．そこで，各説明要因について次のよう

な仮定をおいていく．

費用としては，料金やガソリン価格や駐車料金等が

考えられるが，本研究では料金とガソリン価格のみを

明示的に考慮する．所要時間は道路ごとには異なるが，

同じ道路であれば時間 tに関しては一定であると仮定す

る．また代替交通の費用・所要時間に関しても，道路

ごとには異なるが同じ道路であれば時間 tに関して不変

であると仮定する．また全交通の発生集中量は，道路

周辺の景気に依存すると仮定する．

以上のように仮定をおくと，式 (1)は次のように書き

改めることができる．

Qit = f (TOLLit ,GASit ,ECOit ,ROADi ,Dit ) (2)

ここで，TOLLは高速道路料金，GASはガソリン価

格，ECOは道路周辺の景気指標，ROADは各道路に固

有の特性を表現した項，Dは ROADの変化を表現した

項である．各道路の固有特性を表現する ROADには，

高速道路の所要時間，代替交通の費用・所要時間，周辺

の景気以外の全交通の発生集中を説明する要因が含ま

れており，これらは時間 tに関して不変であると仮定し

ている．道路特性に大きな変動があった場合は，Dit を

導入することで明示的に表現する．特に，道路ネットー

ワークの変化や震災の影響を大きな変動として考慮し

た．具体的な Dit の設定については次章で詳述する．

本研究では，式 (2)の具体的な関数形として，以下の

対数線形モデルを仮定する．

ln(Qit ) = β0i + β1i ln(TOLLit )

+ β2i ln(GASit ) + β3i ln(ECOit ) + β4iDit

+ β5i ln(Qit−1) + ϵit (3)

各 β はパラメータ，ϵ は誤差項を表す．式 (2)中の

ROADi は定数パラメータ β0i に含まれているとした．

また本モデルは，被説明変数のラグである一期前交通

量 Qit−1が説明変数として導入された部分調整モデルと

なっている．これは当期の交通量は当期の説明変数に

よってのみ決定するのではなく，一期前の交通量の影

響を受けることを仮定したものである．各変数につい

ては対数変換を行っているため，パラメータの値はそ

のまま弾力性の値を示すことになり，料金弾力性は β1i

で与えられる．

3. データ

(1) 使用データ

本研究では，月別データを用いて高速自動車国道の道

路別の交通需要関数の推定を行う．長期間の月別デー

タを利用できる道路として表－ 1に示す 13の高速道路

を分析対象とした．

式 (3)を推定するために使用したデータをまとめたも

のが表－ 2である．高速道路交通量としては走行台キ

ロを用いた．高速道路料金としては，以下の式により

一台あたり平均支払金額という指標を作成し分析に利

用した．

一台あたり平均支払金額 [円/台]

=
道路別日平均料金収入 [円]
道路別日平均利用台数 [台]

表－ 1 分析対象道路

道路名 データ期間

東名，名神，中央，

東北，東関東，新空港，北陸， 1990.1～2006.9
中国，九州

常磐，関越，関門橋，宮崎 1994.1～2006.9
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表－ 2 各変数のデータ概要

変数名 データ名 単位 出典 区分

交通量 日平均走行台キロ km-台/日 高速道路と自動車 道路別

高速道路料金 一台あたり平均支払金額 円/台 ※ 道路別

ガソリン価格 ガソリン価格 円 石油情報センター 都道府県別

景気指標 鉱工業生産指数 － 経済産業省 HP 都道府県別

路線長 km 高速道路便覧 道路別

その他 日平均料金収入 円/日 高速道路と自動車 道路別

日平均利用台数 台/日 高速道路と自動車 道路別

※日平均料金収入と日平均利用台数から作成

表－ 3 道路特性の大きな変動を表現するための変動ダミー

路線 期間 事象 符号 変数名

東関東 1997.12～ アクアライン開通による交通量の減少 - D東関東
関越 1994.3～ 東京外環自動車道との接続による交通量の増加 + D関越
北陸 1994.7～ 路線延長及び磐越自動車道との接続による交通量の増加 + D北陸

1995.1～1995.7 阪神大震災による交通量の減少 - D中国地震
中国 1996.11～ 山陽自動車道の路線延長による交通量の減少 - D中国 1

1997.12～ 山陽自動車道の路線延長による交通量の減少 - D中国 2

九州 1995.7～ 全線開通による交通量の増加 + D九州
宮崎 1995.7～ 九州自動車道の全線開通による影響 + D宮崎
阪神 1995.1～1995.7 阪神大震災による交通量の減少 - D阪神

ガソリン価格については，都道府県別のレギュラー

ガソリン価格を取得し，道路ごとに集計を行ったもの

を分析に用いた．都道府県別データから道路別データ

への集計は，各道路が通過する都道府県について平均

値をとるという手法で行った．

景気指標としては鉱工業生産指数を利用した．鉱工

業生産指数と国内総生産の相関は 0.94と高く，月別の

景気変動を表現する指標として適当であると考えられ

る．ただし，鉱工業生産指数については全国データし

か入手できなかったため，実際に分析に用いる際には

国内総生産を用いて都道府県別に案分した後に，ガソ

リン価格と同様の方法で道路別に集計をしたデータを

使用した．

道路特性の大きな変動として，高速道路ネットワー

クの変化及び阪神大震災による影響を考慮した．具体

的な設定は表－ 3の通りである．それぞれの要因に対

して，該当する期間では 1，その他では 0とするダミー

変数を作成した．

また全ての貨幣ターム変数は，内閣府の国民経済計算

から取得した 2000年度基準のデフレータを使用して，

物価水準を統一してある．

走行台キロと平均支払金額については月変動の影響

が大きいため，次節で示す季節調整を行い，季節調整

済み系列を求めてから分析に用いた．

(2) 季節調整の手順

走行台キロと支払金額の季節調整は，状態空間モデ

ルを用いて行った．ここでは，季節調整を行いたい時

系列 yt について，

yt = tt + st + pt + wt

という観測モデルを仮定し，トレンド成分 tt，季節成分

st，AR成分 pt，観測ノイズwtの 4成分に分解した．各

成分のシステムモデルは

tt =
k∑

i=1

ci tt−i + v1t

st = −
11∑
i=1

st−i + v2t

pt =

l∑
i=1

ai pt−i + v3t

である．ただし，ciは階差 kによって決まる係数であり，

lはラグの次数，ai は自己回帰係数である．各ノイズは

正規分布に従うと仮定し，wt ∼ N(0, σ2)，v1t ∼ N(0, τ21)，

v2t ∼ N(0, τ22)，v3t ∼ N(0, τ23)を満たすものとする．ま

ず最尤法により各ノイズの分散及び自己回帰係数を推

定し，その推定値を用いてカルマンフィルタによるス

ムージングを行い各成分を推計した．階差とラグの次

数に関しては，それぞれ k = 1 ∼ 3，l = 0 ∼ 3の範囲で

動かして推計を行い，AIC が最も高いモデルの値を採

用した．状態空間モデルを用いた季節調整モデルにつ
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図－ 1 東名自動車道走行台キロのトレンド成分
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図－ 2 東名自動車道走行台キロの季節成分
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図－ 3 東名自動車道走行台キロの季節調整済み系列

いての詳細については，北川6)を参考のこと．

次章の分析では，推定した季節成分 ŝt を用いて季節

調整済み系列 ŷt = yt − ŝt を作成し，分析に利用した．

一例として，東名自動車道の走行台キロについての

季節調整結果を記載する．AIC によるモデル選択の結

果，k = 1，l = 0と決定した．カルマンフィルタによる

成分分解の結果は図－ 1および図－ 2に示すとおりで

ある．分析で利用する季節調整済み系列は図－ 3に表

す系列となる．

4. 料金弾力性の推定及び考察

(1) 推定結果

最小二乗法により式 (3)のパラメータの推定を行っ

た．推定結果は表－ 4に示すとおりである．道路特性

の変動ダミーの推定結果に関しては表－ 5のようになっ

た．全てのダミー変数について符号条件を満たしてお

り，また t値も有意となっている．

誤差の系列相関についてはBreusch-Godfrey検定を行

い，その結果は表－ 4の“系列相関”の列に示してい

る．表中の値は，帰無仮説を「H0：一期の系列相関が

ない」とした時の P値を示している．名神，新空港，中

国，関門橋以外の自動車道については系列相関の存在が

示唆されるため，t値が過大に評価されている可能性が

ある．系列相関の有無やモデルの当てはまり具合につ

いては，各道路についてより長い期間のラグや移動平

均項を考慮したり，より適切な説明変数に入れ替えた

りすることで改善する可能性はありうる．しかし，今

回は道路間の料金弾力性の値の比較が一つの目的であ

るため，同一のモデルで推定を行った表－ 4の結果を

用いて以降の考察を行う．

(2) 道路ごとの料金弾力性の違い

全道路の料金弾力性の平均は-0.119であり，谷下3)で

算出されている 0～-0.4という値と比較しても，妥当な

範囲にあるといえる．一方で，本研究での弾力性は道

路によって 0.236～-0.496とばらつきが大きくなってい

る．また常磐，中国自動車道では t値が有意な値になっ

ておらず，これらの道路においては，料金の変化が交

通量に対して与える影響がほとんど無いと考えられる．

特に，中国自動車道はネットワークの変化が大きいた

め，料金よりも道路特性の変動による影響が卓越してい

た可能性が考えられる．また新空港自動車道に関して

は，プラスの符号で t値が有意となっている．これは，

新空港自動車道が成田空港へのアクセスのための道路

であり，渡航先の影響や飛行機の運賃等，本研究で考

慮できなかった要因の支配するところが大きいためと

推察される．以下では，料金弾力性の道路比較を行う

が，新空港自動車道の料金弾力性の値は省いて行うこ

ととする．

表－ 5 変動ダミーの推定結果

変数名 符号 推定結果

D東関東 - -0.024**
D関越 + 0.041**
D北陸 + 0.042**
D中国地震 - -0.023**
D中国 1 - -0.557**
D中国 2 - -0.010*
D九州 + 0.039**
D宮崎 + 0.068**
D阪神 - -0.059**

*5 ％有意，**1 ％有意
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表－ 4 道路別の交通需要関数のパラメータ推定結果

支払金額 ガソリン価格 鉱工業生産指数 一期前交通量 定数項
決定係数

系列相関

係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値 P値

東名 -0.080 -2.94 -0.038 -3.77 0.093 3.710.616 10.71 6.971 6.47 0.686 0.0004
名神 -0.088 -1.49 -0.078 -3.07 0.121 2.28 0.440 6.62 9.885 7.24 0.466 0.1215
中央 -0.188 -2.44 -0.029 -2.08 0.055 1.38 0.682 13.28 5.697 6.01 0.601 0.0018
東北 -0.064 -1.63 -0.048 -2.71 0.016 0.50 0.786 19.11 4.245 4.45 0.847 0.0003
常磐 0.046 0.67 -0.017 -1.05 0.023 0.57 0.936 41.63 0.859 2.280.953 0.0000
東関東 -0.125 -4.81 -0.048 -3.69 0.091 3.100.653 13.02 6.013 6.76 0.850 0.0007
新空港 0.236 2.54 0.032 1.73 -0.015 -0.28 0.827 18.87 1.024 2.740.879 0.2305
関越 -0.192 -2.13 0.001 0.05 -0.007 -0.14 0.758 17.20 4.497 5.42 0.902 0.0016
北陸 -0.153 -1.61 0.006 0.29 0.015 0.31 0.637 12.17 5.663 4.540.834 0.0003
中国 0.023 0.16 -0.065 -0.67 0.190 1.67 0.771 19.03 3.721 5.010.968 0.3775
関門橋 -0.492 -5.08 -0.135 -4.76 0.186 2.840.329 4.70 11.811 9.13 0.420 0.7018
九州 -0.154 -3.22 -0.017 -1.03 -0.010 -0.26 0.810 19.64 4.254 4.27 0.982 0.0000
宮崎 -0.496 -3.12 0.047 1.79 -0.042 -0.69 0.816 21.81 3.885 4.48 0.956 0.0008

支払金額・ガソリン価格・鉱工業生産指数の結果については，期待通りの符号で 5％有意であるものを太字で書き表した．
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図－ 4 料金弾力性と貨物車割合との関係性
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図－ 5 料金弾力性と平日休日交通量比との関係性

a) 利用目的に着目した比較

まず道路の利用目的と料金弾力性の関係性について

検討を行う．利用目的に関連した指標として，平成 17

年度道路交通センサスに記載されている車種別構成比

のデータを利用する．図－ 4は料金弾力性と貨物車割

合の関係をプロットしたものであり，両者の相関係数

は 0.659である．貨物車が多いほど料金弾力性は低く

なる傾向にあることがわかり，乗用車と比較して貨物

車は価格に関する感度が低いことが推察される．
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図－ 6 料金弾力性と路線長との関係性

同じく道路交通センサスから平日と休日の交通量の

比を取得し，料金弾力性との関係をプロットした結果

が図－ 5である．その相関係数は-0.384であり，平日と

比べて休日の交通が多いほど，料金弾力性が高くなる

傾向にあることがわかる．休日の交通が増加するのは，

主に観光目的のトリップが増えることが原因であると

考えることができるため，観光目的の料金弾力性は他

のトリップと比較して高いことが推察される．

b) 道路規模に着目した比較

道路規模と料金弾力性の関係についての考察を行う．

図－ 6は料金弾力性と対数をとった路線長の関係をプ

ロットしたものであり，両者の相関係数は 0.727であ

る．また，道路規模を表す指標として走行台キロを考

慮し，料金弾力性の相関係数をとったところ，その値は

0.826であった．以上より，道路規模が大きいほど料金

弾力性が低くなる傾向が確認できる．本研究で分析対

象とした規模の大きな道路は，我が国における主要な

幹線道路であり，貨物の比率が全国に比べて高いため，

料金弾力性が低くなったと考えられる．また，規模が

小さく路線長の短い道路では，一般道が代替交通手段

5



表－ 6 ETC導入前の料金弾力性の推定値と t検定

全データ
ETC導入前

t検定
(2001.11以前)

東名 -0.080* -0.069 -0.22
名神 -0.088 -0.117 0.31
中央 -0.188* -0.047 -1.19
東北 -0.064 -0.311* 2.58
常磐 0.046 -0.006 0.45
東関東 -0.125* -0.129* 0.10
新空港 0.236* 0.361 -0.82
関越 -0.009 0.009 -0.12
北陸 -0.153 -0.204 0.33
中国 0.023 -1.053 0.98
関門橋 -0.492* -0.746* 1.47
九州 -0.154* -0.161* 0.09
宮崎 -0.496* -0.483* -0.05

*5 ％有意

として挙がってくるため，料金弾力性が高くなると考

えることができる．

(3) 期間での料金弾力性の違い

分析期間内で料金弾力性が一定であるかどうかにつ

いて検討を行う．特に，ETC普及の効果に着目し，ETC

導入前後で料金弾力性が有意に変化しているかどうか

を t検定により確認する．

ETC導入 (2001年 11月)以前のデータを用いて，式

(3)の交通需要関数の推定を行い，料金弾力性 βbe f oreを

算出した．全データを用いた料金弾力性の推計値 βallと

の間で「H0：βall = βbe f ore」という帰無仮説が棄却され

るかどうかを t検定により判断する．

結果を表－ 6に示す．ETC導入後に料金弾力性が有

意に変化したのは，東北自動車道のみであった．その

符号はプラスであり，ETC導入後は料金弾力性が低く

なっている．これは，石井ら5)らによって指摘された

“ETC導入によって支払方法が電子決済へと変化するこ

とで利用者の価格に対する感度が麻痺し料金弾力性が

低下する”という仮説とも整合している．しかしなが

ら，大部分の道路においては，ETC導入前後での料金

弾力性の有意な変化はなかったと推察される．

5. おわりに
本研究では，カルマンフィルタにより月変動を取り

除いた長期間の交通量データを用いて，計量経済的手

法により高速道路交通需要関数の推定を行い，料金弾

力性の値を道路別に算出した．その結果得られた知見

を以下に示す．

• 道路ごとの料金弾力性の値は0.236～-0.496であり，

その平均値は-0.119である．

• 料金弾力性は，貨物車割合が多いと低くなり，休

日交通量が多いと高くなることが確認された．ま

た道路規模が大きくなるほど，弾力性は低くなる

傾向が示された．

• ほとんどの道路において，ETC導入前後で料金弾

力性は有意に変化していないという結果が示され

た．有意な変化が確認された道路では，料金弾力

性は低下しており，支払方法の電子化による価格

感度の低下が示唆される．

本研究では，道路特性や ETC導入の影響に関しては

考察で検討を行ったのみであり，モデル内で明示的に

考慮することができなかった．これらの要因を用いて，

料金弾力性のパラメータを構造化して推定していくこ

とが今後の課題として挙げられる．また，代替交通手

段の費用・所要時間など，分析期間内では不変である

と仮定した要因についても考慮する必要があると思わ

れる．
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